漁港水産物情報システム調査研究 [2019年度] by 中泉 昌光





































    一般財団法人 漁港漁場漁村総合研究所 





















































































































































指し、Word や Excel で作成した文書の他、CAD、会計ソフトなどで
作成したデータがこれに該当する。 
5. 「電子化文書」とは、文書・書類を、スキャナーなどの機器を使い




























ICT Information, Communication and Technology（情報通信技術）：情
報・通信に関する技術の総称。 







































IUU漁業 Illegal, Unreported and Unregulated （違法・無報告・無規制）
漁業：違法・無報告・無規制に行われている漁業 
TAC制度 Total Allowable Catch（漁獲可能量）制度：海洋生物資源保存管理
法に基づき主要魚種について年間の漁獲可能量を定め、水産資源の
適切な保存・管理 を行うための制度 








































































図 2.1 漁港・市場における ICT活用 1) 












































   そこで、「漁港水産物情報化システム」の構築にあたっては、資源管理等への対応
も見据えたものとする。 
 


























































































































































































































































































































































































図 3.2 入船予定情報の魚市場 webサイトへの掲載（大船渡市魚市場） 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 3.11 電子入札（大船渡市魚市場：活魚） 









































































































































図 3.14 せり結果の電子化・タブレット入力（南三陸町魚市場） 
































































































































































































































































図 3.17 入札結果を記載したチケットの印刷出力（銚子市魚市場） 








































































































































































































































































       ・漁港別主要品目別用途別出荷量（主要 32漁港） 
（PDF、Excelファイル ダウンロード） 














































































































































   TAC制度導入（7魚種）：1997年 1月～  
       （クロマグロ）：2018年 1月～ 















































 図 3.22 TAC制度の概要 















































表 3.1 第 1種特定海洋生物資源の採捕数量（2018 年 12月 31日までの報告数量）例 
5) 一般社団法人漁業情報サービスセンターweb サイト http://www.jafic.or.jp/tac/index.html 















































表 3.3 市場から所属漁業団体と所属漁業団体から JAFICへの報告（例） 















































6) 一般社団法人漁業情報サービスセンターweb サイト http://www.jafic.or.jp/tae/about.html 
http://www.jafic.or.jp/tae/report.h
tml 
























Fax-OMR(optical markcard reader)方式 
電子メール方式 
Web 方式 - 漁業者（漁協または事務所）用 web方式 




























































































































































図 3.25 トレーサビリティへの対応 
7) 輸出水産物トレーサビリティ協議会「トレーサビリティ導入実証事業報告書 漁獲・陸揚げデータ提供システム
















  2008年 3月 第 2版 
   
「水産輸出のためのトレーサビリティ構築」 










  2017年 3月 





























































































































































表 3.6 漁獲・陸揚げ段階の事業者が輸出のために記録すべき情報項目 
-「輸出のための水産物トレーサビリティ導入ガイドライン」- 
表 3.7 漁港水産物情報化システムの情報項目 
EU/IUU 米国SIMP クロマグロ
（陸揚げ時の都度記録する必要がある項目）
漁船名 ◎ ◎ ◎
漁船登録番号 ◎ ○※1 ◎
漁業の免許・承認 ◎ ○※2 ◎







魚種名 ◎ ◎※7 （固定）
推定原魚重量 ◎






































































































































































































































 我が国では、国際的に認知度が高い漁業認証の MSC と養殖認証の ASCの他、日本発の漁























































や MEL協議会が webサイトで公開しているが、認証取得事業者が独自に webサイトで PR
している場合は少ない。 
 
 世界には少なくとも 140 の水産エコラベルが存在すると言われているが、欧州の漁港・
市場におけるエコラベルの取組の例を図 3.29、3.30に示す。 























































表 3.8 岩手県・宮城県におけるエコラベル取得状況 
図 3.29 海外漁港・市場 webサイト 9)におけるエコラベル情報の提供（事例） 

















































図 3.30 海外漁港・市場の webサイト 11)におけるエコラベル情報の提供（事例） 



























































































































































































図 3.32 人入場の自動管理（石巻市魚市場） 









































































































































































































































































































































































































































































































作業の簡便化  配置職員の削減  省力化・時間短縮   
記載や読取りの誤りの回避  
ⅱ．買受人側に対する効果 































  ①-1 職員配置の再編・合理化 
①-2 販売業務の省力化・時間短縮 
②  買受人の購入業務の時間短縮 
③-1 入船予定情報の提供の効率化 
③-2 仕切書・販売通知の発行の効率化 
④  リードタイムの短縮 



























































    年間便益額（B）＝年間就業日数×（導入前の職員×導入前の就業時間 












  年間便益額（B）＝年間開市日数×（導入前の職員×導入前の従事時間－ 
             導入後の職員×導入後の従事時間）×労務単価 
 
（留意点） 
   入札販売のために配置する職員数とその従事時間から職員の総従事時間が得られ、
電子入札導入前後の総従事時間の差から便益額を計算する。 










   電子入札の導入により、各入札回の開札時間が短縮される。一日の入札回ごとに開
札時間が削減され、販売業務（荷受けから荷渡し）のための職員の総従事時間の削減
になる。この総削減従事時間から便益額を計算する。 










    年間便益額（B）＝年間開市日数×削減従事時間×労務単価 
 
（留意点） 
   電子入札の導入により、各入札回の開札時間が短縮される。一日の入札回ごとに開
札時間が削減され、買受人が商品購入のために市場に滞在し購入業務（下見から搬
出）のための総従事時間の削減になる。この総削減従事時間から便益額を計算する。 











    年間便益額（B)＝利用日数×利用者数×削減時間×車両の時間原単位  
             
（留意点） 








































































































































（電子化の特徴）    
電子入札、webサイトによる入船情報の提供、仕切書・販売通知書の提供の効果 
 
 （対象地域）  







   現在：販売原票の電子化 
   今後（想定）：電子入札 
 
 （対象地域） 



































































































































図 1.2 入船予定情報の収集・提供 















































図 1.4 入札・せり販売・荷渡し 








































































































めてきた。2002年には販売原票等手書きの伝票に記載された内容を OCR（Optical Character 
Reader 光学式文字読取装置）用紙に転記し、これを OCR機に読み取らせることで販売情報
図 2.1 市場の配置と利用 
92 
 








































































































































図 2.4 定置網：荷受け→選別→計量→販売原票の作成 






























































































図 2.6 南側岸壁・上屋：サンプルの陸揚げ→規格構成→販売原票作成→入札 















































図 2.9 電子入札（例：活魚）：入札情報→入札販売→販売結果 


























































































































































































































    ⅱ．webサイト分析 







を表 2.1に示す。勤務時間帯に応じて 3つの勤務形態（表中の勤務 A、B、C）と業務内容
に応じた２つの勤務形態（表中の勤務 D，E）がある。総配置職員数は 22人と変わりはな
いが、現在と震災前では勤務形態別の配置職員数は異なる。市場取引業務の電子化が行わ



























モニタリングを実施した 2018 年の月別水揚げ高と 10 月の主な漁業種別水揚げ高を表
























表 2.2 モニタリング調査期間と水揚げ高 










勤務 A ±0人 就業時間　3:00－15:00 3人 就業時間　3:00－15:00 3人
勤務 B 6人 　　〃　　6:00－15:00 9人 　　〃　　6:00－15:00 3人
勤務 C ▲2人 　　〃　　4:00－12:00 7人 　　〃　　4:00－12:00 9人
勤務 D(1) 2人 　　〃　　8:00－17:00 2人
勤務 E(2) ▲6人 　　〃　　6:00－15:00 6人


































    仕切書・販売通知書の発行（市場に設置されたボックスへの投函と webサイトから













など市場取引業務の主な作業の時間を図 2.14（下）に示す。陸揚げした漁船 5 隻の






















































































































































表 2.4 南側岸壁・上屋における販売方式とその所要時間 





























































































図 2.17 電子入札による買受人の購入業務の時間短縮 












市場職員従事時間 ▲10.2時間 91.8時間 102.0時間




























































































  盛漁期の 2週間、webサイトへのサイト別、時間帯別、地域別のアクセス数の結果は次
のとおりである。 
ⅰ．サイト別アクセス数 















    調査期間の平均により時間帯別（1時間毎）アクセス数と入船予定情報の掲載・更




































図 2.20 サイト別アクセス数 
図 2.21 時間帯別（1時間毎）アクセス数 















































平均アクセス数：12月 1 日～14日における毎時のサイトへの平均アクセス数 
入船予定情報 web 掲載・更新平均回数：12 月 4日～11 日における入船予定情報 web 掲載・更新平均回数 
図 2.22 時間帯別（1時間毎）アクセス数と入船予定情報の掲載・更新回数 





















         アクセス数（開市日）                   10,276(a) 
         ユーザー数（開市日）                   1,564(b) 
         岩手県内ユーザー数            447(c) ・・・➊ 
 
入船情報サイト 
         アクセス数（開市日）                    6,787(d) 
         ユーザー数（推計）(=d×b/a)            1,033(e) 
         岩手県内ユーザー数（推計）(=e×c/b)    295   ・・・➋ 
 
買受人専用ダウンロードサイト 
       アクセス数（開市日） （≒ユーザー数）      80   ・・・➌ 
       
荷主・問屋専用ダウンロードサイト                   
       アクセス数（開市日）（≒ユーザー数）    7   ・・・➍ 
 
市況情報サイト 
       アクセス数（開市日）          1,113(f) 
       ユーザー数（推計）(=f×b/a)          169(g) 
       岩手県内ユーザー数（推計）(=g×c/b)     48   ・・・➎ 
    










    年間便益額（B）＝年間就業日数×（導入前の職員×導入前の就業時間 
             －導入後の職員×導入後の就業時間）×労務単価 
 
    B = 280日 × （213.0時間 – 188.0時間） × 2,275円／時間 
      = 15,925千円 
 
    ここに、 
    年間就業日数：年間開市日数 







  年間便益額（B）＝年間開市日数×（導入前の職員×導入前の従事時間－ 
             導入後の職員×導入後の従事時間）×労務単価 
 
    B = 280日 × （2人 × 30分 × 2回／日 - 1人 × 15分 × 2回／日）  
          × 2,275円／時間  
      = 9,556千円 
 
    ここに、 
    盛漁期（10月～11 月） 入札回数   2回／日 




     年間便益額（B）＝年間開市日数×削減従事時間×労務単価 
 
        B = （53日 × 10.4時間 ＋ 227日 × 5.2 時間） × 2,275円／時間 
           = 3,939千円 
 
     ここに、  
     削減従事時間（市場職員）： 
盛漁期（10月～11月）              10.4時間 








       B = （53日 × 25.0時間 ＋ 227日 × 12.5 時間） × 2,275円／時間 
          = 9,515千円 
 
ここに、   
     削減従事時間（買受人）： 
盛漁期（10月～11月）                   25.0時間 




     年間便益額（B)＝利用日数×利用者数×削減時間×車両の時間原単位  
             ×GDPデフレータ 
 
     B = 280日 × 85人 ×18分 × 40.1円／分・台 × 103.4／104.3 
         = 17,030千円 
 
     ここに、 
     年間利用日数：年間開市日数 
利用者数：市場登録買受人数と仮定 
     削減時間：市役所所在地（仮定）と市場間の車両での往復移動時間 






            ×削減時間×車両の時間原単位×GDPデフレータ 
 
    B = 280日 × 87 人 ×18分 × 40.1円／分・台 × 103.4／104.3 
       = 17,431千円 
  
ここに、 
    年間利用日数：年間開市日数 
    利用登録者数：web サイト分析より問屋 7人、買受人 80人の計 87人 
    削減時間：市役所所在地（仮定）と市場間の車両での往復移動時間 































































































































































































































































































図 3.2 入船予定情報の提供 












































































































































 図 3.7 入札事務室：入札販売のコントロール 










































    電子入札の導入にあわせて、せり販売を一部電子入札に移行したものがある。例え
ば、サケの２本以下の販売はせりで行われていたが、現在は電子入札で販売される。 
  これら販売結果は、サーバーに記録・保存される。 
 
 






































































































調査日 ：2019 年 11月 19日、20日、27 日、28日  
調査方法：各調査日において開場から閉場まで場内およびその周辺で市場職




ら、例年盛漁期は 10月から 4月である。 
 
④ webサイトアクセス数調査の実施 

























モニタリングを実施した 2019 年の月別水揚げ高と 11 月の水揚げ高を表 3.2 に示す。
調べた結果、11月は例年どおり盛漁期であったが、モニタリングを実施した 19日、20日、
27 日、28 日のうち、27 日を除けば 11 月の平均を大きく下回っている。そこで便益の計
測には、11月 27日のモニタリング結果を中心に行うこととする。 
 







伝票管理 販売通知書等作成・発行、窓口対応 3名 10名























































8:40 頃に終了、せり販売は予定の 7:00 に開始し、8:10 に終了した。買受人数が多いの
は、入札・せり販売の時間帯に一致している。販売の終了した商品は、買受人へ荷渡しさ
れ、すぐに搬出されるが、買受人によっては他の商品の購入状況を見ながら場内に一旦仮
置きしてから購入した商品をまとめて搬出する状況も見られた。通常 8:50から 1:30ま 































札による入札販売の入札は 13:15に開始し、最初の開札が 14:00に行われ、15:45 頃に終
了した。投函入札の入札は 13:35に開始し、最初の開札が 14:00に行われ、15:00頃に終













した結果を表 3.3、表 3.4、表 3.5に示す。電子入札については、毎回の入札時間（入札
図 3.11 職員数および買受人数の推移ならびに累積従事時間 
131 
 
開始から入札締切・開札までの時間）は平均 23 分、開札時間が平均 3 分（多くの場合、
1 分以内）と算出された。市場からのヒアリングでは、震災前は入札時間が 20～30 分、
開札時間が 10～15分であったとのことである。したがって、電子入札により毎回の入札
























































































表 3.4 せり販売の所要時間 





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































一部を図 3.12 に示す。電子入札が 5 回だが、朝売り分の延長時間は全体として 40 分程








































 図 3.13 電子入札による市場職員の販売業務の時間短縮 
























11 月 27 日の職員数の時間推移のグラフとこれをベースに推計した震災前の職員数の
推移のグラフを同一のスケールで重ねた結果を図 3.13（図は職員数と累積従事時間の時




















    サイト別アクセス数の 1 日平均の結果を図 3.15 に示す。このとき、1 アクセスと















































図 3.15 サイト別アクセス数 















































図 3.17 時間帯別（1時間毎）アクセス数と入船予定情報等の掲載・更新 
表 3.7 地域別アクセス数 
















         アクセス数（開市日）                    2,031(a) 
         ユーザー数（開市日）                     404(b) 
         岩手県内ユーザー数（開市日）        162(c) ・・・➊ 
 
入船情報サイト 
         アクセス数（開市日）                    1,251(d) 
         ユーザー数（推計）(=d×b/a)              248(e) 
         岩手県内ユーザー数（推計）(=e×c/b)     99   ・・・➋ 
 
買受人専用ダウンロードサイト 
       アクセス数（開市日） （≒ユーザー数）       8   ・・・➌ 
       
船主・問屋専用ダウンロードサイト                   
       アクセス数（開市日）（≒ユーザー数）    30   ・・・➍ 
 
市況情報サイト 
       アクセス数（開市日）            389(f) 
       ユーザー数（推計）(=f×b/a)           77(g) 
       岩手県内ユーザー数（推計）(=g×c/b)     31   ・・・➎ 
    








    年間便益額（B）＝年間就業日数×（導入前の職員×導入前の就業時間 




    B = 283日 × （（10人 × 8.5時間 ＋ 20 人 × 10.5時間） -  
（3人 × 8.5時間＋ 21人 × 10.5時間）） × 2,275円／時間 
      = 31,547千円 
 
    ここに、 




  年間便益額（B）＝年間開市日数×（導入前の職員×導入前の従事時間－ 
             導入後の職員×導入後の従事時間）×労務単価 
 
    B = 170日 × （7人 × 13分 × 8回／日 - 3人 × 3分 × 8回／日） × 
2,275円／時間 ＋ 113日 × （7人 × 13分 × 4回／日 - 3人 
 × 3分  × 4回／日）× 2,275円／時間 
           = 5,633千円 
  
ここに、 
       盛漁期（10月～4月） 入札回数       8回／日 
    通常期（ 5月～9月） 上記× 0.5（仮定）   4回／日 
     
【定量的効果：販売業務の時間短縮】 
➌-1 電子入札による市場職員の販売業務（荷受けから荷渡し）の時間短縮 
     年間便益額（B）＝年間開市日数×削減従事時間×労務単価 
 
       B = （170日 × 9.7時間 ＋ 113日 × 4.9時間） × 2,275円／時間 
          = 5,011千円 
  
ここに、 
     削減従事時間（市場職員）： 
盛漁期（10月～4月）                   9.7時間 




     年間便益額（B）＝年間開市日数×削減従事時間×労務単価 
 
    B = （170日 × 71.5時間 ＋ 113日 × 35.8時間） × 2,275円／時間 
           = 36,856千円 
 
     ここに、 
     削減従事時間（買受人）： 
盛漁期（10月～4月）                   71.5時間 





     年間便益額（B)＝利用日数×利用者数×削減時間×車両の時間原単位  
             ×GDPデフレータ 
 
     B = 283日 × 69人 × 12分 × 40.1円／分・台 × 103.4／104.3 




     利用者数：市場登録買受人数と仮定 
削減時間：市役所所在地（仮定）と魚市場間の車両での往復移動時間 







            ×削減時間×車両の時間原単位×GDPデフレータ 
       
    B = 283日 × 38 人 ×12分 × 40.1円／分・台 × 103.4／104.3 
         = 5,130千円 
 
    ここに、 
    年間利用日数：年間開市日数 
    利用登録者数：web サイト分析より船主 30人、買受人 8人の計 38人 



























































































































































図 4.1 気仙沼漁港・魚市場 
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新たに棟の名称は C 棟、D 棟と呼ぶこととなった。C 棟は 2016 年 4 月に着工、D 棟は 2016





   北棟   定置網、沿岸もの等 
   A・B棟  カツオ一本釣り 
   C棟   マグロ延縄、大目流し網、陸送、突棒 





  ・電動フォークリフト、台車・リフターを使って搬出 
 ・自動消毒器とカードリーダーによる入場管理 
https://4travel.jp/travelogue/10719243 
写真 4.1 高度衛生管理対策が講じられる前の様子（震災後） 
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 ・清浄海水の供給  4℃の殺菌海水（5～10月） 常温の殺菌海水（周年） 
           IC チップにチャージして支払い 










































図 4.3 市場の配置と利用（A・B棟） 















































図 4.4 市場の配置と利用（C棟） 




























  定置網および沿岸ものが販売されており、入船予定情報は 5:30頃に場内の黒板に最初
に記載される。その後適宜更新される。入船予定情報の例を図 4.6に示す。入船予定情報
とともに、入札情報（電子入札と投函入札）も入札時間と同じ黒板に記載されるが、2019






























































図 4.6 入船予定情報の提供（北棟） 






























































































図 4.9 電子入札と投函入札：入札情報→入札販売→販売結果（北棟） 




























































































































































































図 4.15 サメ類：タブレット端末による販売原票作成と OCR入札（C棟） 















































図 4.16 入札事務室：タブレット端末を使った販売原票の作成と OCR入札(C棟) 






























































































図 4.19 入札情報の提供（D棟） 


















































































































































し、配置職員数や正職員か臨時職員かの構成が異なる。現場業務は、4 班 47 人(1 班 12
名)から、4 班 36 人（１班 9 人）に削減され、経理業務は 8 名から 5 名に削減されてい









ね平均的な水揚げである。A・B棟は、5月から 11月に水揚げがあり、7月から 10 月が多
い。C棟は、周年平均的な水揚げが行われている。D棟は、5月から 2月に水揚げがあり、





















































































































































































この日も同様に 4:00 頃に開場、荷受けが始まり、販売は 7:00から 9:00過ぎに行われ
昼間に閉場した。11月 8日は、取扱量が多かったことから、3:00頃に開場し、荷受けは
























  モニタリング記録から、北棟（電子入札と投函入札）と C 棟（OCR 入札)における各入
札回の開札時間を算出した結果を表 4.3に示す。 
（北棟） 
2019 年 9 月 11 日の入札の時間変化を図 4.25 に示す。各入札回の電子入札（投函入札






札時間は 2 分から 12 分であり、平均 5 分程度であった。震災前は開札時間が 15 分程度
であったことから、各々14分、10分程度削減されたことになる。配置職員数については、
サメ類の販売に関して現在は 2 名程度で対応できる。震災前は 3 名程度配置されていた
ことから、1名削減されたことになる。マグロ類の販売に関しては、現在と震災前は 3名
程度と変わらない。 

















































































こで北棟については、9月 11日、13日、C棟については 9月 12日、11月 8日の状況をベ
ースに、震災前の市場職員数と買受人数の時間推移を推計する。推計方法は、これまでの
大船渡および宮古の事例で行ったものと同様である。 
北棟については、9 月 13 日の職員数の推移のグラフをベースに推計した震災前の職員
数の推移のグラフを同一のスケールで重ねた結果を図 4.26に示す。その結果、市場職員



















表 4.4 販売方式とその配置職員数、所要時間(北棟・C棟) 






















C 棟については、9 月 12 日の買受人数の推移のグラフをベースに推計した震災前の買
受人数の推移のグラフを同一のスケールで重ねた結果を図 4.27に示す。その結果、買受
人の従事時間は 107.4 時間から 75.8 時間に短縮され、31.6 時間削減されたことになる。 
 





















表 4.5 職員および買受人の従事時間（現在と震災前）（北棟・C棟） 























    年間便益額（B）＝年間就業日数×（導入前の職員×導入前の就業時間 
             －導入後の職員×導入後の就業時間）×労務単価 
    B = 280日 × （530.0時間 – 402.5時間） × 2,275円／時間 
      = 81,218千円 
 
    ここに、 
    年間就業日数：年間開市日数 
    
【定量的効果：入札販売の省力化・時間短縮】 
➋-1 電子入札による入札販売（入札から開札）の省力化・時間短縮 
     年間便益額（B）＝年間開市日数×（導入前の職員×導入前の従事時間－ 
              導入後の職員×導入後の従事時間）×労務単価 
 
     B = 280日 × （4人 × 20 分 × 6.5回／日 - 1人 × 3 分  
× 6.5 回／日） × 2,275 円／時間  
             = 5,314千円 
  
【定量的効果：入札販売の省力化・時間短縮】 
➋-2 OCR入札による入札販売の省力化・時間短縮    
     年間便益額（B）＝年間開市日数×（導入前の職員×導入前の従事時間－ 
              導入後の職員×導入後の従事時間）×労務単価 
      B = 280日 × （（3人 × 15 分 × 3.5 回／日 ＋ 3人 × 15 分  
× 2回／日）- （2人 × 1 分 × 3.5回／日 ＋ 3人 × 5分 
× 2回））× 2,275 円／時間  
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              = 2,234千円 
           
【定量的効果：販売業務の時間短縮】 
➌-1ａ 電子入札による市場職員の販売業務（荷受けから荷渡し）の時間短縮 
      年間便益額（B）＝年間開市日数×削減従事時間×労務単価 
 
        B = 280日 × 11.3時間× 2,275円／時間 
           = 7,198千円 
 
ここに、 




      年間便益額（B）＝年間開市日数×削減従事時間×労務単価 
 
        B = 280日 × 38.8時間 × 2,275円／時間 
           = 24,715千円 
       
ここに、 




      年間便益額（B）＝年間開市日数×削減従事時間×労務単価 
      
B = 280日 × 6.8時間 × 2,275円／時間 
           = 428千円 
  
ここに、 




      年間便益額（B）＝年間開市日数×削減従事時間×労務単価 
      
B = 280日 × 31.0時間 × 2,275円／時間 
           = 19,747千円 
      
ここに、 






    年間便益額（B)＝年間利用日数×利用者数×削減時間×車両の時間原単位  
            ×GDPデフレータ 
    
B = 280日 × 180人 × 14分 × 40.1円／分・台 × 103.4／104.3 
         = 28,050千円 
 
    ここに、 
    年間利用日数：年間開市日数 
    利用者数：市場登録買受人数と仮定 




    年間便益額（B)＝利用日数×利用登録者数 
            ×削減時間×車両の時間原単位×GDPデフレータ 
    
B = 280日 × 180人 ×14分 × 40.1円／分・台 × 103.4／104.3 
         = 28,050千円 
  
ここに、 
    年間利用日数：年間開市日数 
    利用登録者数：市場登録買受人数と仮定 


















































































































































































































(3)第 1 卸売市場：市場取引業務の各作業段階における電子化 
1)入船予定情報の提供 
 入船予定情報の提供について図 5.3 に示す。入船予定情報は、2～3 日前に得られるが、
前日の販売終了後に当日の入札予定情報をホワイトボードに記載している。事前の登録者
にはメールにて配信している。また、当日は開場と同時に入船予定情報を場内モニターに表



















































図 5.3 入札予定情報の提供（第 1卸売市場） 
















































図 5.6 販売原票の作成（第 1卸売市場）  































































































図 5.8 荷渡し（第 1卸売市場） 
図 5.9 搬出（第 1卸売市場） 
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(4)第 3 卸売市場：市場取引業務の各作業段階における電子化 
1)入船予定情報の提供 
4:00 ごろに全卸売市場で販売予定の入船予定情報が場内ホワイトボードに記載される。



























































































































































図 5.11 活魚の場合：陸揚げ、陸送搬入から選別・計量（第 3卸売市場） 
















































図 5.13 活魚・鮮魚の場合：入札（第 3卸売市場） 






























































































図 5.17 事務室 





















2019年 10月 30日、31日       第 1・第 3卸売市場 
11月 1日              第 3卸売市場 
調査方法： 
    各調査日において開場から閉場まで 
・場内およびその周辺で市場職員、買受人、船主、問屋らの作業
を野帳記録と写真撮影 












































2018 年の月別・卸売市場別の水揚げ高を表 5.2 に示す。各卸売市場の盛漁期が異なる
ことから、全卸売市場が同時に盛漁期となる月を特定するのは難しいが、2018 年の月別
水揚げ高を見ると、、モニタリングを実施した 10月 29日と 30日、11月 1日は、第 1、第
3卸売市場の水揚げ高が当該卸売市場の年平均もしくはそれを上回る月に相当する。 
10 月 30日は、漁獲されたキンメの多くが週末のイベント用とされたことから、市場で
のキンメの販売量は少なかった。11 月 1 日は休漁する漁船が多く、朝売り分のみの販売


































































































































































2019 年 10 月 30 日の第 3 卸売市場における市場職員数（入札事務室とフロアー別）と
買受人数（問屋、船主等については省略）の時間変化と図 5.19に示す。職員は 4:00～4:30
に第 3卸売市場の事務室に出勤し、そこで当日の販売計画を確認したうえで、ほとんどの
図 5.18 職員数および買受人数の推移ならびに累積従事時間（第 1卸売市場） 
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職員は第 1 卸売市場へ移動する。5:00 前から生産者が陸揚げおよび陸送・場内搬入のた
めの容器類の洗浄・配置の準備を行い、5:00過ぎから陸揚げおよび陸送・搬入が始まる。
































































出する。その結果を図 5.22、表 5.3 に示す。入札前時間の短縮により、職員については






































































図 5.21 入札前時間の短縮以前：職員数および買受人数の推移の推計の考え方 
（第 3卸売市場） 































































































































































































表 5.5 電子入札における開札時間 
































       〃 10月17日
　　   〃 10月18日
    2019年 9月11日
　　   〃  9月13日
    2019年 4月16日
　　   〃 11月19日















































































































































































































図 5.25 電子入札を導入した場合の職員および買受人の時間短縮（第 1卸売市場） 
図 5.26 電子入札を導入した場合の職員および買受人の時間短縮（第 3卸売市場） 
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電子入札の導入により、第 1卸売市場では職員の累積従事時間が 61.6時間から 57.0時
間に、買受人の累積従事時間が 136.8 時間から 104.0 時間に短縮になっている。第 2 卸
売市場では職員の累積従事時間が 68.5 時間から 61.4 時間に、買受人の累積従事時間が
316.8時間から 281.1時間に短縮になっている。 
10 月 30日ベースに推計した従事時間の削減と開札時間の短縮を表 5.6に示す。全体の







































図 5.27 webサイトによる情報提供 
















　鮮魚　朝売り　　　54分 ⇐  63分
　活魚・キンメ 　　141分 ⇐ 155分
　カツオ　午後売り　39分 ⇐  52分
　　　計　         234分 ⇐ 270分





















































  既に web サイトでの情報提供を行っている漁港・市場での利用状況とその効果を考え











（第 3卸売場）  
⓪-ａ 入札と並行した販売原票の作成による市場職員の販売業務（荷受けから荷渡   
し）の時間短縮 
      年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の削減従事時間×労務単価 
 
       B ＝ 287日 × 15.2時間 × 2,275円／時間 
         ＝ 9,924 千円 
 
⓪-ｂ 入札と並行した販売原票の作成による買受人の購入業務（下見から搬出）の   
時間短縮 
        年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の削減従事時間×労務単価 
 
       B ＝ 287日 × 70.8時間 × 2,275円／時間 





（第 1卸売場）  
➊-1 販売原票の電子化による入札販売の省力化・時間短縮 
        年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の配置削減人員×従事時間 
×労務単価 
 
         B ＝ 287 日 × （2人 × 2.8時間） × 2,275円／時間 




      ここに、 
      市場職員の配置削減人員：表 5.1より番口数 3の場合は 2人削減 
      市場職員の従事時間：2019年 10月 30日の入札販売は 2.8時間 
 
（第 3卸売場）  
➊-2 販売原票の電子化による入札販売の省力化・時間短縮 
         年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の配置削減人員×従事時間 
×労務単価 
 
         B ＝ 287日 × （2人 × 4.8時間） × 2,275円／時間 
           ＝ 6,268 千円 
 
      ここに、 
      市場職員の配置削減人員：表 5.1より番口数 3の場合は 2人削減 





（第 1卸売場）  
➋-1 電子入札による入札販売の省力化・時間短縮 
      年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の配置削減人員×従事時間 
×労務単価 
 
         B ＝ 287日 × （1人 × 2.8時間） × 2,275円／時間 
           ＝ 1,828 千円 
 
      ここに、 
      市場職員の配置削減人員：表 5.4より番口数 3の場合は 1人削減 
      市場職員の従事時間：2019年 10月 30日の入札販売は 2.8時間 
 
（第 3卸売場）  
➋-2 電子入札による入札販売の省力化・時間短縮     
        年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の配置削減人員×従事時間 
×労務単価 
 
         B ＝ 287日 × （1人 × 4.8時間） × 2,275円／時間 
           ＝ 3,135 千円 
 
      ここに、 
      市場職員の配置削減人員：表 5.4より番口数 3の場合は 1人削減 





（第 1卸売場）  
➌-1ａ 電子入札による市場職員の販売業務（荷受けから荷渡し）の時間短縮 
         年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の削減従事時間×労務単価 
       
B ＝ 287 日 × 4.6時間 × 2,275 円／時間 
           ＝ 3,003 千円 
 
      ここに、 
      市場職員の削減従事時間：表 5.6より 4.6時間削減 
 
（第 3卸売場）  
➌-2ａ 電子入札による市場職員の販売業務（荷受けから荷渡し）の時間短縮 
         年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の削減従事時間×労務単価 
 
        B ＝ 287 日 × 7.1時間 × 2,275円／時間 
          ＝ 4,636 千円 
 
      ここに、 
      市場職員の削減従事時間：表 5.6より 7.1時間削減 
 
【定量的効果：購入業務の時間短縮】 
（第 1卸売場）  
➌-1ｂ 電子入札による買受人の購入業務（下見から搬出）の時間短縮 
        年間便益額（B）＝年間開市日数×買受人の削減従事時間×労務単価 
 
         B ＝ 287 日 × 32.8時間 × 2,275 円／時間 
           ＝ 21,416千円 
 
      ここに、 
      買受人の削減従事時間：表 5.6より 32.8時間削減 
 
（第 3卸売場）  
➌-2ｂ 電子入札による買受人の購入業務（下見から搬出）の時間短縮 
         年間便益額（B）＝年間開市日数×買受人の削減従事時間×労務単価 
 
         B ＝ 287 日 × 35.7時間 × 2,275 円／時間 
          ＝ 23,309 千円 
 
      ここに、 










    年間便益額（B)＝利用日数×利用者数×削減時間×車両の時間原単位  
            ×GDPデフレータ 
 
      B = 287日 × 230人 × 20分 × 40.1円／分・台 × 103.4／104.3 
           = 52,483千円 
   
ここに、 
      年間利用日数：年間開市日数 
      利用者数：市場登録買受人数と仮定 




    年間便益額（B)＝利用日数×利用登録者数（荷主・問屋・買受人）×削減時間 
×車両の時間原単位×GDPデフレータ 
 
     B = 287日 × 230人 × 20分 × 40.1円／分・台 × 103.4／104.3 
          = 52,483千円 
   
ここに、 
      年間利用日数：年間開市日数 
      利用登録者数：市場登録買受人数と仮定 
      削減時間：市役所所在地（仮定）と市場間の車両での往復移動時間 









































































































 サンプル A魚体：他のキンメが搬出されるときに、施氷 
 サンプル B魚体：他のキンメが搬出されるときにも、施氷しない 









































































































































 サンプル A魚体：常温で 4時間保管し、その後水・氷で保管する。 




 次に、一定の経過時間ごとに魚体の K値を計測する。 
 

















搬入トラック 39台                     207タル 
   平均タル数                         5.3タル 
選別までの総待ち時間                    342分 
   平均待ち時間                        8.8分  ① 























    
 
 
図 5.30 魚体が施氷されていない時間の算出 
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平均選別時間                         3.1分 ② 
計量・販売原票作成・陳列の総時間      227分 
   平均計量等時間                5.8分 ③ 
入札 26回 総時間               347分 




①＋②＋③＋④         31.0分      

































 K 値の推移を図 5.32 に示す。最初の 4 時間で K 値に大きな差違が発生した。常温で保管
した魚体 A の K 値は 25 であり、他方水氷で保管した魚体 B の K 値は 2 程度であった。4 時
間以降は、いずれも水氷で保管したが、K値は上昇し、7日後にはほぼ同じ値に達した。冷
蔵して 3～7 日後に食することは考えにくいことから、最初の 1～2 日の間にどれだけ K 値
















































































































































写真①③⑤（2012 年 5 月 7 日）：https://yspalace.hatenablog.com/entry/20120507/p1 
写真②（2011 年 1 月 12 日）：https://funaduri.jp/blog/?t=1294881510 
写真④（2008 年 3 月 17 日）：http://blog.livedoor.jp/yazaemon/archives/211309.html 
写真⑥（2015 年）：http://www.yspc-ysmc.jp/ysmc/healthy_recipe/healthy2015/healthyrecipe_2015-11-1.html 




















2018 年 3 月に冷凍マグロ専用の低温卸売市場である「三浦市低温卸売市場」が竣工し、
翌 4月下旬から取引を開始した。低温卸売市場の配置と利用を図 6.2に示す。ここ数年の 1






















































































































図 6.4 入札情報の提供 















































図 6.6 搬入・計量・陳列（南：卸売会社 B） 





























































































図 6.8 入札事務室：入札のコントロール（締切・開札） 













































  室内は開場と同時に低温管理の空調が稼働し、魚体が搬入される時間（6:30 頃）には
場内温度は 15℃に下がり、以降閉場するまで 15.0℃～15.4℃の温度を維持していた。実





















  市場管理棟に入っている事務所では、午前中に仕切書・販売通知書の作成と Faxでの送
信が行われ、午後に原本を各ボックスに投函している。このとき、入札事務室から各入札























2019年 8月 1日、 2日   




























2018年の冷凍マグロ類の取扱数量とモニタリングを実施した 2019年 8月 1日、2日の
販売本数を表 6.2に示す。8月から翌年 1月までが盛漁期であり、モニタリングを実施し
た 8月は年間平均の取扱数量を超えるものの、盛漁期の中では低い月である。モニタリン
グを実施した 8月 1日と 2日の取扱数量（本数）はほぼ同じであった。そこで定量的効果















表 6.2 冷凍マグロ類の取扱量 
2018 年水揚高統計三浦市三崎水産物地方卸売市場管


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































この日最後の開札は 10:05 であった。このあと 5 分程度で当日販売された商品は陳列
室から撤去され、さらに 10分程度で搬出ドックからそれまで仮置きされていた商品とと
もに搬出された。商品の荷渡しが終了した段階で、職員はすぐに清掃と資機材の整理を始
め、概ね 1 時間程度で終了した。場内は衛生、安全確認のあと、11:30 過ぎには閉場し、
職員は市場管理棟の事務所へ移動した。 

















































































































るのかその推計を試みた。初めに 8 月 1 日における市場職員数、買受人数と入札販売の
作業を時系列的に並べ、開札間隔（入札間隔）を毎回 5分程度延長する。次に 8月 1日と
8月 1日ベースで入札間隔を毎回 5分程度延長した場合の職員および買受人の累積従事時
間の時間変化をそれぞれグラフ化し、同一のスケールで重ねる。8月 2日についても同様





























図 6.14 入札間隔の短縮による職員および買受人の従事時間の短縮 
220 
 
その結果、例えば 8月 1日ベースでは、職員の累積従事時間は 183.4時間から 140.2時
間に短縮され、43.2時間削減されたことになる。また、買受人の累積従事時間は 271.8時









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































      年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の削減従事時間×労務単価 
 
     B = 257日 × 50.3時間 × 2,275円／時間 
         = 29,409千円 
 
ここに、 
     市場職員の削減従事時間：表 6.3より 50.3時間削減 
 
❶-2 入札間隔の短縮による買受人の購入業務（下見から搬出）の時間短縮 
    年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の削減従事時間×労務単価 
   
  B = 257日 × 109.8時間 × 2,275円／時間 
         = 64,197千円 
 
ここに、 




    年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の削減従事時間×労務単価 
     
B = 257日 × 10.5時間 × 2,275円／時間 
      = 6,139千円 
    
ここに、 
    市場職員の削減従事時間 = （1名減 × 8.5時間 - 1名増 × 5時間） ＋  
                                （2名減 × 8.0時間 - 2名増 × 4.5時間） 











    年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の削減従事時間×労務単価 
 
     B = 257日 × 16.5時間 × 2,275円／時間 
      = 9,647千円 
  
     ここに、 
     市場職員の削減従事時間 = 1名減 × 8.5時間 ＋ 1名減 × 8.0時間 





❹ 電子入札による入札販売（入札から開札）および販売通知書等の作成の省力  
化・時間短縮 
    年間便益額（B）＝年間開市日数×市場職員の削減従事時間×労務単価 
 
     B = 257日 × 39.0時間 × 2,275円／時間 
      = 17,832千円 
    
     ここに、 
     市場職員の削減従事時間 = （1名減 × 8.5 時間 ＋ 1名減 × 8. 5時間 
                                ＋ 1名減×5.0時間） ＋ （1名減×8.0時間 
                ＋ 2名減×4.5時間） 











































































将来2 電子入札 市場 ❹
入札販売（入札から開札）と販売通知書
等の作成：
入札販売および販売通知書等の作成の省
力化・時間短縮
入札販売業務および販売通知書等の作成へ
の配置職員の削減および従事時間の削減
17,832
99,745
27,479
430,828
（費用は発生せず）
118,690
95,000
1.25
総費用（Ｃ2）：整備費（単年度整備と仮定） 80,000千円＋年間保守契約 3,000千円×5年間
「減価償却資産の耐用年数等に関する省令　別表」（財務省令）
　PC　4年　　サーバー、システム・ソフト　5年
【現在】
入札間隔の短縮
開札の電子化
【将来1・2】
電子入札
ネットワーク化
総便益（Ｂ2）
総費用（Ｃ2）
　　　　分析対象期間：5年
　　　　社会的割引率：0.04%
　　　　システム整備期間：1年
総便益（Ｂ1）
総費用（Ｃ1）
　　　　　費用便益比率（Ｂ1／Ｃ1）
　　　　　費用便益比率（Ｂ2／Ｃ2）
効果の範囲：効果の分類
年間便益額（上：❶＋❷　下：❸＋❹）
電子化の取組
入札間隔の短縮従前
